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	外国投資資本口座の開設ガイド
	通達38/2026/TT-NHNNに基づく
	2026年8月18日から施行
	根拠：通達38/2026/TT-NHNN（通達06/2019/TT-NHNNに代わるもの）

	背景

	2026年8月18日から、直接投資資本口座の名称が変更され、適用範囲が拡大
	2026年8月18日、ベトナム国家銀行の通達第38/2026/TT-NHNN号が正式に施行され、ベトナムへの外国直接投資活動に関する外国為替管理についての通達第06/2019/TT-NHNN号に代わります（第18条第1項、第2項）。注目すべき点の一つは、国家銀行がこれまでに発出した各通達で用いられていた「直接投資資本口座」および「外国直接投資資本口座」という用語が、「ベトナムにおける外国投資資本口座」に統一されたことです（第18条第5項）。あわせて、通達の規律範囲が拡大され、ベトナム国際金融センターからベトナムのその他の地域への投資活動も含まれます（第1条第1項）。これらの変更により、外国投資家および外資系企業は、特にベトナムで経済組織を設立するための出資取引を行う前に、投資資本口座の開設・使用手続を見直し、更新する必要があります。
	法的根拠：  通達38/2026/TT-NHNN 第1条、第18条
	適用対象


	投資資本口座の開設が義務付けられるのは誰か
	1. 外国投資を受ける経済組織
	外国投資家、構成企業が投資法の規定に従って設立した経済組織；
	外国投資家、構成企業が定款資本の50％超を保有する外資系経済組織；
	外国投資家が設立したPPPプロジェクト企業。

	2. BCC契約に参加する外国投資家、構成企業
	3. PPPプロジェクト企業を設立せずにPPPプロジェクトを直接実施する外国投資家
	4. 石油・ガス分野の外国投資家
	ベトナム国または政府の名において外国の契約当事者と締結した石油・ガス契約、石油・ガス合意文書における外国投資家である請負者。
	法的根拠：  通達38/2026/TT-NHNN 第6条


	口座開設の原則


	各投資家はいくつの口座を、どこに開設できるか
	口座開設義務の対象者は、同一の1行の認可銀行において、外貨建て投資資本口座1口座および/またはベトナムドン建て投資資本口座1口座を開設できます。
	複数の外貨で出資する場合は、同じ認可銀行において、各外貨ごとに別個の口座を1口座追加で開設できます。
	複数のBCC契約、石油・ガス契約または複数のPPPプロジェクトを実施する場合、外国投資家、構成企業は、契約ごと、PPPプロジェクトごとに別個の投資資本口座を開設しなければなりません。
	注意：
	複数のPPPプロジェクトまたはBCC契約を実施する企業は、資金の流れを管理しやすくするため、一つの口座を共用する傾向があります。しかし、このやり方は通達の規定に適合しません。企業は契約ごと、プロジェクトごとに別個の口座を開設して使用しなければならないためです。また、送金の都度、企業は銀行の要求に従い、送金額と送金目的を明記する必要があります。
	法的根拠：  第7条第1項、第2項、第14条第2項、通達38/2026/TT-NHNN


	特別なケース


	IRC取得前に企業を設立した場合：口座は開設できるが、用途は限定される
	外国投資家が投資登録証明書（IRC）の発給・変更手続を行う前に経済組織を設立した場合でも、その経済組織は、1行の認可銀行に外貨建て投資資本口座1口座および/またはベトナムドン建て口座1口座を開設できますが、当該口座は次の目的にのみ使用できます。(i) 定款資本および口座残高に係る利息の受領、(ii) ベトナムでの投資準備活動に係る適法な費用の支払、(iii) IRCが発給・変更されない場合の投資家への出資金返還。
	IRCが発給・変更された後は、経済組織は他の外貨の口座を追加で開設でき、すでに開設した口座を通達第8条、第9条に定めるすべての収支取引に使用できます。
	注意：
	この仕組みにより、投資家は投資登録証明書（IRC）の発給を待つ間に、資金を主体的に準備し、企業に必要な一部の手続を行うことができます。ただし、口座の使用範囲は厳しく制限されており、銀行は認められる三つの目的に該当しない送金指示を拒否します。関連するリスク、特に90日間の出資期限についてさらに理解するため、投資家はDEDICAの記事「ERCを先に申請した場合、資本口座をまだ開設できない」（“Xin ERC trước, chưa mở được tài khoản vốn”）を参照できます。
	法的根拠： 第5条第3項、第7条、通達38/2026/TT-NHNN



	手続の流れ

	認可銀行で投資資本口座を開設する5つのステップ
	ステップ
	業務内容
	根拠
	開設する口座の確定：組織は、同一の銀行に外貨建て口座1口座（出資に用いる外貨ごとに1口座）および/またはVND建て口座1口座を開設できます。企業はIRC取得前に口座を開設できますが、この段階では、資金の受領、投資準備費用の支払および出資金の返還にのみ使用できます。
	第6条；第7条第1項、第3項、通達38/2026/TT-NHNN
	申請書類の準備・提出： 企業は、通達17/2024/TT-NHNN第12条の規定に基づく書類をすべて準備します（詳細は次ページ参照）。書類が整ったら、企業はすべての書類を認可銀行に提出します。
	外国で発行された書類は、領事認証および翻訳が必要です（権限ある機関から要求がある場合）。

	第12条；第15条第1項、通達17/2024/TT-NHNN（通達25/2025/TT-NHNNにより改正）
	銀行による確認・検証： 銀行は適法性を確認し、書類を照合し、顧客情報を検証します。法定代表者は、書類および生体認証の照合のため、銀行に直接出向かなければなりません。
	通達17/2024 第15条第2項b号（通達25/2025第5条第1項により改正）
	口座開設・利用契約の締結： 書類が揃っていて有効な場合、銀行は決済口座の開設・利用契約の内容を提示し、企業が署名します。書類が不足しているか一致しない場合、銀行は補足・完備を求めるか、理由を示して拒否します。
	第13条；通達17/2024 第15条第3項a号、b号

	口座の開設と書類の補足： 上記の手順が完了すると、銀行は口座を開設し、口座番号、口座名義（ERCに記載の企業名を含む）および利用開始日を通知します。IRC、ERCが発給または変更された後、企業はこれらの書類を銀行に補足提出しなければなりません。
	通達17/2024 第15条第4項；通達38/2026 第15条第3項


	書類チェックリスト

	投資資本口座の開設時に準備する書類
	No.
	書類
	要件
	根拠
	決済口座の開設・利用契約
	銀行所定の様式。銀行が書類の完備・有効性を確認した後に署名
	通達17/2024 第12条1.a号、第13条
	ERC、IRC、会社定款、出資・株式取得の条件充足通知、専門分野の許可証、PPP・BCC・石油ガス契約（該当する場合）
	原本、認証謄本、または原本を添えた写し；書類が発給・変更・補足された場合、企業は銀行へ補足提出する責任を負う
	2022年マネーロンダリング防止法（改正・補足）第12条第1項b号；通達38/2026 第4条1.、第15条第3項
	取締役（社長）、会計責任者の任命決定書（該当する場合）
	原本または認証謄本を提出
	2022年マネーロンダリング防止法（改正・補足）第12条第1項b号
	法定代表者、会計責任者または会計担当者の身分証明書類；組織の法定代理人、委任代理人（該当する場合）および実質的支配者に関する書類・データ
	銀行の照合用に認証謄本または原本を提供。法定代表者は生体認証の照合のため銀行に直接出向く必要がある
	通達17/2024 第12条第2項、第3項；第15条第2項（通達25/2025により改正）；2022年マネーロンダリング防止法（改正・補足）第12条第1項b号
	各銀行が個別に求める追加書類
	銀行は顧客に通知し、具体的に案内しなければならない
	通達17/2024 第12条5.

	口座の変更・閉鎖


	投資資本口座はいつ変更・閉鎖しなければならないか
	口座開設銀行の変更
	投資資本口座の開設銀行を変更する場合、企業は次の順序で行わなければなりません：
	別の認可銀行に新しい投資資本口座を開設する；
	旧投資資本口座の残高をすべて新口座へ移す；
	旧投資資本口座を閉鎖する。
	注意：新口座は、上記の手順が完了した後にのみ収支取引を行うことができます。

	次の場合は口座を閉鎖しなければならない
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